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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

(注)当社は、平成24年４月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。そのため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して
１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

(2) 連結財政状態 

(注)当社は、平成24年４月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。そのため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して
１株当たり純資産額を算定しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 9,411 48.6 851 63.3 960 73.8 625 47.1
24年3月期 6,332 42.4 521 41.6 553 44.7 425 74.4

（注）包括利益 25年3月期 651百万円 （48.5％） 24年3月期 438百万円 （95.8％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 7,241.03 7,026.54 21.2 16.5 9.0
24年3月期 4,964.98 4,808.75 17.3 11.9 8.2

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  114百万円 24年3月期  28百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 6,071 3,294 53.8 37,570.82
24年3月期 5,573 2,689 47.2 30,648.60

（参考） 自己資本   25年3月期  3,269百万円 24年3月期  2,632百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 720 △290 △67 1,760
24年3月期 527 △732 582 1,396

2.  配当の状況 

(注)１．平成25年３月期期末配当金の内訳 普通配当 500円00銭 
                            特別配当 500円00銭 
  ２．当社は、平成24年４月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。なお、株式分割は平成24年４月１日を効力発生日としておりま 
    すので、平成24年３月期の期末配当金につきましては、株式分割前の株式数を基準に配当を実施しております。従いまして、株式分割前の株数を基 
    準に記載しております。 
  ３．当社は、平成25年10月１日を効力発生日として１株につき200株の割合で株式分割を実施する予定であるため、26年３月期(予想)の期末の１株当た 
    り配当金については、株式分割を考慮した金額を記載しております。 
    株式分割を考慮しない場合の26年３月期(予想)の期末の１株当たり配当金は1,000円となり、年間の１株当たり配当金は1,000円となります。 
    詳細については、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご参照願います。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 1,500.00 1,500.00 42 10.1 1.7
25年3月期 ― 0.00 ― 1,000.00 1,000.00 87 13.8 2.9
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 5.00 5.00 16.3

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

(注)平成26年３月期の連結業績予想における１株当たり当期純利益については、株式分割の影響を考慮しております。 
   詳細については、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご参照願います。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,500 0.7 320 △10.0 300 △33.3 160 △50.3 9.26
通期 10,000 6.3 900 5.7 920 △4.3 530 △15.2 30.68



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(注)「連結財務諸表の用語、株式及び作成方法に関する規則」第14条の７（会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合）に該当
するものであります。詳細は、添付資料P.27「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)当社は、平成24年４月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して
発行済株式(普通株式)を算定しております。 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 94,545 株 24年3月期 93,414 株
② 期末自己株式数 25年3月期 7,533 株 24年3月期 7,533 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 86,352 株 24年3月期 85,601 株

（参考）個別業績の概要 

平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

(注)当社は、平成24年４月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。そのため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して
１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

(2) 個別財政状態 

(注)当社は、平成24年４月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。そのため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して
１株当たり純資産額を算定しております。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 773 38.4 273 81.2 254 78.4 216 158.2
24年3月期 558 18.4 150 63.8 142 61.0 83 125.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 2,510.88 2,436.50
24年3月期 980.92 950.05

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 5,103 2,720 52.8 30,982.96
24年3月期 4,751 2,508 52.0 28,775.38

（参考） 自己資本 25年3月期  2,695百万円 24年3月期  2,471百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、そ
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件
及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P.２「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
 
２．株式分割後の配当予想及び業績予想について 
当社は、平成25年５月８日開催の取締役会において、株式の分割及び単元株制度の採用について決議し、平成25年10月１日を効力発生日として、普通株式１
株を200株へ分割し、単元株式数を100株とすることとしております。これに伴い、株式分割考慮前に換算した平成26年３月期の配当予想及び連結業績予想は
以下のとおりとなります。 
(１)平成26年３月期の配当予想 
１株当たり配当 
期末 1,000円00銭 
  
(２)平成26年３月期の連結業績予想 
１株当たり当期純利益 
第２四半期（累計） 1,852円88銭 
通        期  6,137円66銭 
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(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度における我が国経済は、一部に弱さが残るものの、輸出環境の改善や経済対策の効果などを背景に

景気回復へ向かうことが期待されています。しかし、海外景気の下振れが、引き続き我が国経済の景気を下押しする

リスクとなっています。また、国内でも電力供給の制約や雇用環境の不透明感といった不安定要素を多く抱えていま

す。 

 情報サービス産業では、第156回全国企業短期経済観測調査（日銀短観）によると、2013年度のソフトウエア投資

計画は、中堅企業では対前年度比が大きくプラスとなっているものの、大企業では微小ながらマイナスに転じてお

り、投資意欲の不透明さが見えます。一方、経済産業省の特定サービス産業動態統計（２月分）によると、「受注ソ

フトウエア」についての売上高実績は、11月以降前年同月を下回っており、業界としては、好況とは言えない状況と

なっています。 

 このような状況の下、当社グループは、技術力世界一を目指しつつ、最新のコンピュータ技術を駆使してお客様企

業の業務を変革する提案を行ってまいりました。昨年度に連結加入したアクシスソフト株式会社、ジェイエムテクノ

ロジー株式会社等や、持分法適用関連会社となった株式会社ジークホールディングスが、当期より通年寄与となって

おります。それらに加え、既存のグループ各社では、大手企業様向けの基幹システム再構築案件、デジタルコンテン

ツの暗号化、クラウド関連案件、Android関連案件といった技術的要求の高度な案件が引き続き好調であり、技術力

が新たな技術を生み、お客様企業に満足していただける提案ができました。 

 この結果、売上高は、9,411,030千円（前期比48.6％増）、営業利益は、851,533千円（前期比63.3％増）となり、

経常利益は、960,995千円（前期比73.8％増）、当期純利益は、625,277千円（前期比47.1％増）となりました。 

     

 各セグメント業績は、次のとおりです。 

    

      なお、セグメント並びにセグメント内部の部門とグループ各社の関係は、下記の表のとおりです。 

  

  

１．経営成績・財政状態に関する分析

セグメント名称 部門名 対象子会社名（一部は当該会社の部門名） 

情報サービス事業 ビジネス・ソリューション 株式会社豆蔵 BS事業部（教育チーム除く） 

株式会社オープンストリーム 

ジェイエムテクノロジー株式会社 IT事業本部 

アクシスソフト株式会社 

株式会社ネクストスケープ 

株式会社フォスターネット 

碼媒卓軟件(上海)有限公司 

エンジニアリング・ソリューション 株式会社豆蔵 ES事業部 

教育ソリューション 株式会社豆蔵 BS事業部教育チーム 

半導体事業 ― ジェイエムテクノロジー株式会社 半導体事業本部 
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① 情報サービス事業 

 情報サービス事業では、既存事業の業績拡大に加え、前連結会計年度の途中より連結対象となったアクシスソ

フト株式会社、ジェイエムテクノロジー株式会社等が当期より通年寄与となっています。 

 その結果、売上高は8,323,053千円（「セグメント間の内部売上高又は振替高」を含まない外部顧客への売上

高（以下同じ））（前期比38.0％増）となりました。 

 以下では、情報サービス事業における売上高と概況を部門別に記載します。 

（ビジネス・ソリューション部門） 

大手事業法人向けの基幹システム再構築案件が引き続き堅調でした。また、最先端のITトレンドを組み入れ

新たなビジネス価値を創造しようとしているお客様企業に対して、クラウドサービスやスマートデバイス、ビッ

クデータといった新たな技術領域にいち早く対応し、それらを活用した問題解決を提供してまいりました。 

高速音楽・映像配信やそれにかかわる著作権保護案件は、引き続き好調です。インターネットを利用した多

様なコンテンツサービスが急速に展開される中、著作権保護技術の重要性がクローズアップされていることか

ら、ニーズの高まりが今後も期待できます。さらには、Windows Azureを利用したシステムのクラウド化に関す

る技術的に高度な案件を多数手がけたことにより、Microsoft Partner of the Year 2012 Windows Azure パー

トナー アワードを受賞（連結子会社である株式会社ネクストスケープが受賞）いたしました。さらには、スマ

ートフォンを利用した社内向け、顧客向けサービス提供アプリの開発といった、スマートフォン連携も堅調で

す。 

プロダクトとして開発・販売しておりますBiz/BrowserVは、お客様導入実績が1000社を超え、ますます好評

を得ております。パソコンだけでなく、モバイル端末、スマートフォンやAndroidにも対応し、ユーザーのニー

ズに柔軟に対応可能なプロダクトとなっております。 

最新版であるBiz/BrowserVは、導入企業数百社の要望や蓄積されたノウハウを反映した製品であり、大手企

業を中心に現在も引き合いが強く、当社グループのコンサルティングスキルと相乗して、売上拡大に貢献してい

ます。 

その結果、当連結会計年度における売上高は、7,500,958千円（前期比41.7％増）となりました。 

（エンジニアリング・ソリューション部門） 

前連結会計年度は、やや低調に推移していましたが、当連結会計年度では回復に転じました。自動車関連向

け技術支援が、引き続き堅調です。組込ソフトのテストコンサルティング、スマートフォン関連の品質向上のた

めの開発プロセス改善、Android OS等を利用した製品開発に対する技術支援、技術者教育にも注力し堅調に受

注・売上につなげています。 

その結果、当連結会計年度における売上高は、615,930千円（前期比7.3％増）となりました。 

（教育ソリューション部門） 

この数年、お客様企業の教育投資が低調でしたが、当連結会計年度は教育投資が回復しています。新たなコー

スウエアの作成や、セミナーの開催などを足がかりに、既存顧客からのリピートを大切にしつつ、新規顧客の開

拓に注力しております。 

その結果、当連結会計年度における売上高は、206,164千円（前期比26.2％増）となりました。 

② 半導体事業 

 半導体事業では、国内半導体メーカーの工場における半導体製造装置の立ち上げ、保守、メンテナンス等のカ

スタマーサービス業務、半導体製造装置に関する部品の修理・販売を行っています。半導体製造は、我が国の基

幹産業でもあり、半導体製造装置の保守、メンテナンスは、必要不可欠なものです。当社グループでは、このよ

うな半導体装置の保守、メンテナンスを通じて、日本の物づくりに影から貢献しています。日本の半導体メーカ

ーは不振が続き、業界全体として厳しい状況にありますが、円安など半導体メーカーにとっては好材料も出始

め、半導体メーカーも業績回復に全力をあげており、我々もその動向に貢献できるよう注力してまいりました。

スマートフォンやタブレットPC等、最新の半導体を製造する工場にエンジニアを集中させるとともに、耐震対

策やファクトリーオートメーション化の支援等、事業領域の拡大にも務めてまいりました。 

その結果、当連結会計年度における売上高は、1,087,976千円となりました。  
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（次期の見通し） 

 日本経済は円安の進行を足がかりにデフレ脱却に向け歩みを始めたばかりであり、電力供給の制限や雇用情勢

の悪化等の懸念材料が依然多く残された状況となっています。しかし、国家の基盤たるIT投資については、官・

民共に、比較的投資意欲が旺盛な状況となることが期待されるものの、必ずしもIT投資が活発になる環境にまで

はたどり着いていない状況です。 

 このような状況において、当社グループでは、引き続きグループ各社が一丸となって企業運営に当たっていく

所存です。業界全体としては活況とは言えないものの、一方では、IT投資を積極的に行うお客様企業も多数存在

し、そのようなニーズを当社グループの技術力で顕在化させてまいります。また、グループ全体での情報共有を

丹念に行い、営業機会の創出ひいては案件の拡大についてシナジー効果を追求してまいります。リソースの面に

おいても融通等を進め、効率よく案件をこなしてまいります。 

 情報サービス事業では、音楽配信における特許管理、クラウド化の支援業務、AndroidやiPhoneへの対応案件

さらには、Android OSやiPhone OSを利用した組込系の製品開発に対する技術支援・技術者教育等が、堅調に推

移することが期待されます。また、画像の高品質化に対応した取り組みを推し進めてまいります。 

 半導体事業では、日の丸半導体の不振脱却の兆しもあり、当社グループが有する確固たる技術力を背景に、お

客様企業への真摯な支援を今後も遂行してまいります。また、半導体製造工場におけるソフトウエア開発など新

たな業務支援分野をさらに拡充してまいります。 

 その結果、次期（平成26年３月期）の業績見通しにつきましては、連結売上高10,000百万円（前期比6.3％

増）、連結営業利益900百万円（同5.7％増）、連結経常利益920百万円（同4.3％減）、連結当期純利益530百万

円（同15.2％減）を見込んでおります。 

    

㈱豆蔵ホールディングス(3756)平成25年3月期　決算短信

- 4 -



(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

(イ）資産 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて、11.9％増加し、3,573,147千円となりました。これは、主として、 

「現金及び預金」が365,398千円、「その他」に含まれる未収還付法人税等が28,782千円増加したことなどによ

ります。（なお、「現金及び預金」の詳しい内容につきましては、22ページの連結キャッシュ・フロー計算書を

ご参照下さい。） 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、4.9％増加し、2,498,001千円となりました。これは、主として、

「投資有価証券」が197,327千円、「建物」が56,340千円増加したことなどによります。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、8.9％増加し、6,071,149千円となりました。 

(ロ）負債 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて、7.1％減少し、2,117,341千円となりました。これは、主として「短

期借入金」が180,000千円減少し、一方で、「１年内返済予定の長期借入金」が71,898千円増加したことなどに

よります。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて9.1％増加し、659,665千円となりました。これは、主として「長期借

入金」が61,682千円増加したことなどによります。 

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、3.7％減少し、2,777,007千円となりました。 

(ハ）純資産 

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、22.5％増加し、3,294,141千円となりました。これは、主として

「利益剰余金」に含まれる繰越利益剰余金が581,105千円増加したことなどによります。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて、363,883

千円増加し、当連結会計年度末においては、1,760,067千円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果720,095千円（前期比192,280千円の収入増）の資金を得られました。収入の主な内訳は、税金

等調整前当期純利益924,717千円、減価償却費112,129千円、のれん償却額108,046千円などです。一方、支出の

主な内訳は、持分法による投資損益114,937千円などであります。 

(ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動により使用した資金は290,956千円（前期比441,620千円の支出減）です。これは、主として有形固定

資産の取得による支出134,521千円などがあったものによります。 

(ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果67,893千円（前期比650,751千円の収入減）の資金を支出しました。主な収入としては、短期

借入れによる収入が4,090,000千円、長期借入れによる収入が400,000千円となっています。主な支出としては、

短期借入金の返済による支出が4,270,000千円、長期借入金の返済による支出が266,420千円となっております。

  

（参考） キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

   ２ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

３ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％）  72.1  59.4  60.8  47.2  53.8

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 35.2  32.9  104.9  76.9  153.1

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（％） 
 540.7  △1,127.9  169.4  320.2 228.2 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
13.4 △7.9 39.3 33.8 36.5 
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、当社グループの企業体質強化と積極的な事業展開に備えるため、内部留保の充実を勘案しながら、株主の

皆様への長期的な利益還元を最重視して、安定的な配当を行ってまいります。 

 当期は、業績が堅調なことから、平成25年３月22日付で公表しています通り、１株当たり期末配当金として、普通

配当500円に加え特別配当を500円、合計1,000円を予定しております。 

なお、当社は、昨年度において、平成24年３月１日付で公表しています通り、平成24年４月１日を効力発生日とし

て３分割の株式分割を行っております。昨年度の利益配当につきましては、平成24年３月31日時点の株主に対して１

株当たり1,500円配当しておりますが、昨年度の利益配当は、株式分割前の株数に応じていますことから、昨年度の

利益配当を今年度の株数に引きなおしますと、１株当たり500円にあたることとなります。 

 今後につきましては、事業展開の状況、経営成績、株主の皆様への長期的な利益還元を総合的に勘案して、配当金

額を検討してまいります。 

  

(4）事業等のリスク 

 以下には、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上重要と考えられる事項につい

ては、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生

の可能性を認識した上で、その発生の回避および発生した場合の対応に努める方針ですが、本株式に関する投資判断

は、以下の記載および本項以外の記載を、慎重に検討した上で行われる必要があると考えられます。 

 また、以下の記載は、本株式への投資に関するリスクをすべて網羅するものではありませんので、この点ご留意く

ださい。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

① 連結体制について 

 当社グループは、連結体制となって、数年が経過し、グループ内のコミュニケーションは活発化し、適時な意見

交換がなされる体制が構築されています。しかし、今後もグループに新たに加入する会社が想定され、新規加入の

会社は当初、想定外の事項が発生し、必ずしも予想していたように連絡体制が機能しないことがありうると考えら

れます。グループ内部の連絡を深め、より整合性を高めて、高度のシナジー効果を生み出すよう、より良い経営体

制の検討を継続してまいります。リソースの有効利用、案件の相互乗り入れ等、より強固な体制となるよう見直し

を進めてまいります。 

  

② 事業環境について  

  情報化投資は、情報システムの大型化・複雑化を背景として需要サイド、供給サイドとも品質・コスト・工期に

関して以下のような多くの問題が生じており、根本的な改善が求められている状況にあるものと考えております。

ａ．情報システムの需要サイドにおける問題 

 ITの高度利用により業務効率化や事業の再構築、新規事業の立ち上げなどを図ることで競争力を高めるため

に、企業は膨大な情報化投資を行っています。しかしながら、多くの企業では、情報化戦略の策定についての標

準的な方法が確立されておらず、工学的な検討や論理的なプロセスを経ずに情報化投資の計画が企画・立案さ

れ、投資効果の検証が曖昧なままにシステム開発が行われているのが現状であると認識しています。 

 グループ統合など情報化の対象が大規模化、複雑化するにつれて、従来のような場当たり的なやり方が影響

し、情報化投資効率（ROI）が低下するだけでなく、結果的に次のような問題が生じていると考えられます。 

ｉ．情報化戦略の策定やシステム開発に時間がかかり、事業展開のタイミングを逸する。 

ii．情報化の対象や要求定義が確定しないままにシステム開発が行われ、大幅な設計変更や予想外の工数増加を

招く。 

iii．全体の構造や流れが分析されておらず、全体最適化に寄与しなくなる。 

iv．ソフトウエア構造の複雑化により拡張性・再利用性・保守性が低下し、市場の変化に即応したシステムの変

更や機能向上に柔軟に対応できなくなる。 

ｖ．品質、機能が確保できず、顧客サービスに支障をきたしたり、不具合の発生により社会的信用を失う。 

vi．情報化の投資効果が十分に検証されておらず、合理的な経営判断が行えない。 

ｂ．情報システムの供給サイドにおける問題 

 情報システムの供給サイドでは、大規模かつ複雑なシステムを限られた期間と予算内で開発する責務を果たす

ため、工業生産のような体系だった生産方式や論理的なプロセスを導入する必要性が高まっております。しかし

ながら、システムの開発業務は、工業生産に比べて効率化・標準化が大きく遅れており、いまだに技術者の個人

的なノウハウに依存した手工業的な手法で行われていると認識しております。このため、次のような問題が生じ

ていると考えられます。 

ｉ．需要サイドに対して有益なソリューションを提供することができない。 
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ii．ソリューションの提供ではなく、技術者の工数（人月単価）が競争の源泉になり、インドや中国などオフシ

ョアに開発業務の主体が移り、国内が空洞化する。 

iii．技術者のスキルが高まっても、その実践的ノウハウを集約化・共有化することができない。 

iv．情報化の対象や要求定義について認識ギャップが生じ易く、ムダなコスト（工数）や時間が費やされる。 

ｖ．コスト（工数）の適切な見積もりが困難である。 

vi．労働集約的な業務が主体となり、技術者の過剰労働、疲弊、士気低下など労働環境が悪化する。 

 当社グループでは、需要サイドの企業も供給サイドの企業も顧客となりえます。当社グループの技術基盤を用

いれば、上記の問題点を発生させず、全体最適化や拡張性・再利用性・保守性など総合的にみて情報化投資効率

（ROI）の向上を図ることができます。 

 要求開発からシステム開発まで情報化業務の改革を支援する事業領域に関して、当社グループは、専門のコン

サルタントを集中的に採用し、実績を積み重ねた結果として、上記問題に対しても需要サイド、供給サイド双方

のお客様企業にご満足いただけるものと確信しております。しかしながら、高度な技術を要することから、ひと

たび判断を誤れば上記の問題点が顕在化し、あるいは、システムの問題点を的確に指摘しきれず、コンサルティ

ングの失敗につながることも考えられます。その場合、損害賠償請求に応じなければならないことが考えられ、

さらには、信頼を失い、当該顧客企業のみならず、他の顧客も失うことにつながり、売上の低下を招くことが考

えられます。 

 ソフトウエアの開発は、その品質を定量的に表すことが難しく、顧客の満足を十分に得られず、検収を拒否さ

れることがあり得ます。当社グループでは、経験豊富なエンジニアが従事しており、独自の手法により品質管理

を行いますので、そのような事態はまれと思われますが、品質向上についてはそれらの手法をより精緻化し、か

かる不測の事態を回避していく必要があります。  

  

③ 今後の事業展開について 

・情報サービス事業 

 情報サービス事業では、技術革新が激しく、お客様のニーズも急速に変化し、新技術、新サービスが目まぐる

しく登場します。当社グループでは、それらの新技術をいち早くキャッチアップし、お客様のニーズにより良い

ソリューションを提供するため、たゆまぬ努力をしてまいります。しかし、当社グループが、こうした技術革新

に的確に対応できず、お客様企業のニーズに十分応えられることができなくなった場合には、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

ａ．ビジネス・ソリューション部門 

 当社グループは、工学技術を用いたシステムの開発技術体系をコア・コンピタンスとして事業拡大を図ってお

りますが、案件の大型化や複雑さが進み、コンサルタントとしての提案内容が高度化し、ますますスキルの高い

人材が求められています。一方で、人材確保はより困難になってきております。このため、今後工学技術を高度

に習熟した技術者を多数確保できない場合には、事業拡大が制約されるリスクがあります。 

 また、一般事業法人のIT投資は、景気動向に大きく左右されます。景気の動向によっては、案件数や、売上単

価が大きく変動することなどが予想され、当社グループの売上高に影響を与えることが考えられます。 

 連結納税システムの販売状況は、連結納税制度から大きな影響を受けることから、今後の制度変更が当社グル

ープの売上高を左右することがあります。 

ｂ．エンジニアリング・ソリューション部門 

 新製品開発競争が激しい携帯電話やデジタル家電など電子機器市場では、組込みソフトウエアの優劣が大きな

比重を占めるようになっており、メーカーにとって開発費の抑制、開発期間の短縮、拡張性・再利用性・保守性

の向上が大きな課題となっております。当該分野は、電子機器毎に高い専門性と先端技術が要求されることから

参入障壁が高く、すでに専門の技術者を集め、専門集団として認識されている当社グループには、優位性がある

と考えておりますが、万一今後の技術者の確保及び育成が当社グループの計画通りに進行しない場合には、当社

グループの事業拡大が制約される可能性があります。 

 また、当社グループのエンジニアリング・ソリューション部門では、主としてメーカー企業をお客様としてお

りますが、特に基礎研究の分野や品質向上の分野でお客様企業のご支持を得ていることから、お客様企業の研究

投資の動向によっては、大きく影響を受けることが考えられます。 

ｃ．教育ソリューション部門 

 IT投資と同じく、IT技術者に対する教育投資も景気動向に大きく左右される傾向があります。当社グループで

は、実践に使える教育を旨として事業展開しており、多くのリピートのお客様を有しておりますが、お客様企業

の新規採用が停滞するなど雇用動向によっては、売上高に影響を与えることが考えられます。 

・半導体事業 

 半導体事業は、半導体製造装置の立ち上げ、保守、メンテナンスや半導体製造装置関連の部品販売等を行って

おり、国内半導体メーカーの設備投資動向が半導体事業の受注に影響を与える可能性があります。 

半導体産業は巨額の設備投資を必要とする装置産業であり、技術革新の激しさから投資リスクが非常に高く、
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シリコンサイクルに左右され、不況期に設備投資の抑制、生産・在庫調整等が行われた場合には、当社グルー

プの業績その他に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

このように半導体事業では、半導体製造工場の業績いかんによって売上高に影響を受けることが考えられま

す。そこで、半導体事業での業務内容を多様にしていくことが課題となります。 

  

④ 事業体制について 

・技術者や外注先の確保及び育成 

 当社グループでは、オブジェクト指向技術など工学技術（ソフトウエア工学、情報工学、経営工学）を実践的に

適用できる技術者や外注先の採用、確保及び育成に努めておりますが、当社グループが期待するスキルを持つ技術

者や外注先は限られている状況にあります。そこで、当社グループは、コンサルティング能力のある上級技術者の

採用、育成が事業拡大にとって特に重要な経営課題であると認識しており、これらを実現するための取り組みを継

続しております。 

 しかしながら、今後、当社グループの取り組みにもかかわらず、当社グループに対する技術者の評価が期待する

ほど高まらずに、当社グループが必要とする技術者や外注先の採用、育成及び確保が思うように進行しない場合に

は、受注機会の減少や当社グループの技術水準そのものの低下等により当社グループの業績に影響を与える可能性

があります。 

  

⑤ 知的財産権等について  

・知的財産権に対する方針について 

 当社グループは、必要な特許等に関しては積極的に申請・取得を行う方針です。 

・第三者が保有する知的財産権侵害の可能性について 

 当社グループは、当社グループの技術・サービス等が第三者の保有する特許権、商標権等の知的財産権を侵害

しないよう細心の注意を払っており、過去においてそのような訴訟を提起された事実はありません。しかしなが

ら、当社グループの事業に関連する知的財産権が第三者に成立した場合、または、当社グループの認識していな

い当社グループの事業に関連する知的財産権が既に存在した場合においては、第三者の知的財産権を当社グルー

プが侵害したとの主張に基づく訴訟を提起される可能性があります。 

 当該訴訟において当社グループが敗訴した場合、多額の損害賠償債務が発生する可能性があるほか、当該サー

ビスの提供等が差し止められ、権利者への対価の支払義務が生じる可能性があり、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

・ノウハウの劣化について 

 当社グループでは、ソフトウエア開発技術の実践的ノウハウが集積されており、さらに、実際のソフトウエア開

発に適用するなかで常にフィードバックを加えながら有用性を高めるよう高度化・洗練化し、改良が進んでおりま

す。しかし、第三者が類似のノウハウ等を取得した場合、当社グループの事業が制約される可能性があります。 

  

⑥ 業績変動要因について     

ａ．受託開発案件の工数増加及び納期遅延 

 当社グループでは今後も、連結子会社の新規加入に伴い、連結売上高に対する受託開発売上高の占める割合が

増加することが予想されます。受託開発についてはプロジェクトの作業開始から検収までを各プロジェクト毎に

予算実績管理を行い、収益性確保に努めております。しかしながら、当初の見積もりと実際に発生した工数との

間にかい離が生じるなどプロジェクトが予定通りに進行しない可能性があります。 

 その場合には、低採算あるいは採算割れのプロジェクトが発生することとなり、当社グループの業績に重大な

影響を及ぼす可能性があります。 

 また、受託開発では、瑕疵担保責任による追加の費用発生が起こりえることから、当社グループの利益計画に

重大な影響を与えることがあります。 

ｂ．開発費及び人件費負担の増加 

 当社グループでは、サービスの高度化・洗練化、資産化・メニュー化、また技術者や営業要員の増員などが必

要と考えており、積極的に取り組んでおります。したがって、これらの開発費、人材獲得のための費用及び人件

費負担が今後の収益に影響を及ぼす可能性があります。 

ｃ．製品販売 

 当社グループでは、外部製品を仕入れ、製品販売を行っておりますが、市場動向によっては、計画通りに販売

できず利益計画に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、「在庫は持たない」ことを原則としています。しかし、持つ必要性が生じた場合、在庫管理は厳格に行

ってまいりますが、不良在庫となる可能性があります。 

d．半導体事業 

 半導体事業の売上高は、特定のお客様企業に大きく依存していることから、当該お客様企業の業績に影響され
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る可能性があります。 

 また、半導体事業では、部品等の軽微な在庫を持つことがあります。在庫管理は厳格に行ってまいりますが、

不良在庫となる可能性があります。 

  

⑦ 法的規制について 

  当社グループは事業内容の一部において人材派遣を行っております。このため当社グループの一部企業は「労

働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」の規制を受けております。

その他、当該会社は職業安定法に基づく有料職業紹介事業の許可を厚生労働大臣より受けております。 

これらについて法改正がなされ、規制が強化された場合若しくは当該会社が規制に抵触することとなった場合

には、当社グループの事業活動が制限される可能性があります。 

   

⑧ 情報セキュリティの管理について 

当社グループは派遣契約、請負契約により顧客企業から業務を受注していることがあり、顧客のビジネス上・

技術上の重要機密に日常的に接しております。当社グループでは、顧客情報の取扱いに細心の注意を払っており

ますが、万一情報漏洩が発生した場合には、顧客からクレームを受け、契約の解除や損害賠償債務の発生、当社

グループの事業に対する信用が低下すること等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

  

⑨ 新規事業、投融資について   

当社グループは業容の拡大を図るため新規事業の立ち上げを行っていくほか、M&A、業務・資本提携、投融資

等を積極的に行うことにより、既存事業との相乗効果を高めながら更なる成長の確立を目指していく方針であり

ます。 

しかしながら新規事業の展開にあたっては、当社グループの提供するサービスや製品が市場に受け入れられな

い等、予期せぬ事態の発生や様々な外部要因の変化により、計画の大幅な変更、遅延、中止等の可能性がありま

す。 

また、当該新規事業や今後のM&A、業務・資本提携、投融資等による業容の拡大・収益性の向上について、当

社グループの業績に与える影響を確実に予測することは不可能であり、投下資本を回収できない可能性もありま

す。このような場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑩ 海外事業について   

当社グループは事業戦略の一環として海外市場での事業展開を進めており、中国及びインドネシアに子会社を

有しております。当社グループの海外事業は、為替などの経済動向、予期しない法律又は規制の変更、文化や慣

習の相違から生ずる労務問題、政治的・社会的変動など、さまざまな要因の影響下にあり、これらのリスクが顕

在化した場合、当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑪ その他   

ａ．ストック・オプションの行使による株式価値の希薄化 

 当社グループは、取締役、監査役及び従業員に対して、当社グループの業績向上に対する意欲や士気を高め、

優秀な人材を確保し、長期的貢献を促進し、より一層株主の利益を重視した業務展開を図ることを目的とし、ス

トック・オプションとして新株予約権を発行しております。 

 そのため、権利行使により発行される新株は、将来的に当社の株式価値の希薄化や株式売買の需給への影響を

もたらし、当社の株価形成に影響を及ぼす可能性があります。 

ｂ．無形固定資産（ソフトウエア）の償却について 

市場販売目的のソフトウエアの減価償却については、見込有効期間における、見込販売収益に基づく方法を採

用しております。見込販売収益は実現可能性のある販売計画に基づき作成しておりますが、販売収益が当初の計

画を下回った場合には減損損失が発生する可能性があります。 

 社内利用目的のソフトウエアについては、企業組織の再編、サービスの変更などにより、今後利用が見込め

ず、除却あるいは減損の対象となる可能性があります。 

ｃ．のれんの償却について 

 当社グループは、適用した償却期間に渡ってのれんの効果が発現すると考えておりますが、子会社の業績悪化

など、その効果が取得時の計画を下回った場合には、臨時の損失が発生する可能性があります。 

ｄ．有価証券（その他投資）の減損 

 当社グループは、持合い、事業運営の円滑化等の目的で、有価証券（その他投資）を保有しています。近時の

経済環境、市場環境は、ますます不透明な状況となっていることから、当該会社の業績悪化や市況の不調の危険

性が増大しており、当該株式等の急激な下落が考えられ、ひいては当該株式等の減損の危険性が増しておりま

す。また、当社が保有する関係会社株式は、当社子会社、関連会社の業績次第では減損の可能性があり、近時の
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経済環境の悪化の影響を受け、その危険性が増しております。 

ｅ．貸倒損失について 

 与信は十分慎重に検討してまいりますが、近時の経済状況においては、不測の事態から倒産に追込まれること

も少なくなく、貸倒損失が発生することがあります。 

ｆ．財務制限条項に起因するリスク 

 短期借入金のうち50,000千円、１年内返済予定の長期借入金のうち142,392千円及び長期借入金のうち346,834

千円については、財務制限条項が付されており、当該条項に抵触することとなった場合には、借入金利の引上げ

や期限の利益の喪失が発生し、新規の借入金の調達が困難となり、当社の資金繰りに影響を及ぼす可能性があり

ます。 

ｇ．電力供給不足について 

 電力供給が必ずしも十分に確保され続けると言い切れない状況の中、作業の中断といったことも想定され、手

待ち工数の増加や作業効率の低下により、業績に影響を与えることが懸念されます。 
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  当社グループは、当社と連結子会社７社（株式会社豆蔵、株式会社オープンストリーム、株式会社フォスターネッ

ト、株式会社ネクストスケープ、アクシスソフト株式会社、ジェイエムテクノロジー株式会社、碼媒卓軟件(上海)有限

公司）、非連結子会社３社（株式会社豆蔵シンビオ、碼媒卓軟件(厦門)有限公司、PT JMT Indonesia）、及び関連会社

９社（株式会社ジークホールディングス及び同社連結子会社８社）で構成され、情報サービス事業と半導体事業を行う

企業グループとなっております。情報サービス事業は、ビジネス・ソリューション部門、エンジニアリング・ソリュー

ション部門、教育ソリューション部門からなっております。 

 当社と連結子会社の業務内容は次のとおりとなっています。  

   

(1）当社 

 当社は、グループ各社を取りまとめ、グループ運営の方向付けを行うグループの中核会社です。連結グループ各社

の経営成績の分析を既存事業の施策へと役立ててまいります。また、グループでの新たな事業を検討し、お客様企業

へより良いサービスの提供を図ると共に、当社グループが成長するよう努力してまいります。 

  

(2）株式会社豆蔵（以下豆蔵） 

 豆蔵は、情報化業務の最適化とソフトウエアの開発スタイルの革新を推進するコンサルティング会社です。ITコン

サル事業が主体であり、システムの設計計画段階でのコンサルティングを主に担当しています。 

 豆蔵は、情報サービス事業に属しますが、下記の３つの事業部門からなります。 

① ビジネス・ソリューション部門 

 顧客企業がその事業を推進するため、情報の電子化を行う現場において、システムの企画段階で、システム化す

る範囲決めや設計そのもののコンサルティングを行うことを主な事業内容とします。 

② エンジニアリング・ソリューション部門 

 主に家電機器メーカーや自動車メーカーの研究開発部門のエンジニアがお客様となります。いわゆる組込ソフト

ウエアに関して、ソフトウエア設計段階での設計そのものの改善や開発工程の改善、品質向上のコンサルティング

を行っています。 

③ 教育ソリューション部門 

 一般事業法人の情報管理室を担うエンジニアや、情報サービス産業に属する企業のエンジニア、メーカーなどの

製造現場におけるエンジニアに対して、ソフトウエア開発を構成する方法論・技術等を伝授する実践的な場を提供

しています。 

  

(3）株式会社オープンストリーム（以下オープンストリーム） 

 オープンストリームは、情報サービス事業のビジネス・ソリューション部門として、システムの設計計画段階での

提案を始め、主には実装を担当しています。すなわち、顧客企業がその事業を推進するため、情報の電子化を行う現

場において、設計の提案、実際のプログラミングを行います。オープンストリームではとりわけ、オープンアーキテ

クチュアに基づくソフトウエア開発を得意としています。 

  

(4）株式会社フォスターネット（以下フォスター） 

 フォスターでは、情報サービス事業のビジネス・ソリューション部門として、ネットワーク構築及びシステム開発

にかかる企画、設計、開発、運用にわたる専門的な技術者の育成及び当該技術者のアウトソーシングを通しIT企業及

び一般企業の情報システム部門を支援しております。 

  

(5）株式会社ネクストスケープ（以下ネクスト） 

 ネクストでは、情報サービス事業のビジネス・ソリューション部門として、主に新しい技術を応用しお客様企業の

業務変革をお手伝いしています。楽曲配信などコンテンツ高速配信サービス、著作権管理システム、販売管理や販売

ツールの提供といった様々なサービスを企画提案から手掛け、開発、運用まで一貫して提供しております。 

  

(6）アクシスソフト株式会社（以下アクシス） 

 アクシスでは、情報サービス事業のビジネス・ソリューション部門として、プロダクトとしてのBiz/BrowserVの開

発・販売を行っています。 

従来のクライアント・サーバー環境で動作する基幹業務システムは、パソコン(端末)やWindows等の基本ソフト

(OS)に過度に依存したシステムであることが多く、パソコンの買い替えやWindowsのバージョンアップなどに対応で

きないため、仕方なく古いパソコンや古いバージョンのWindowsを使い続けているというケースが多く見られます。

Biz/BrowserVは、従来のシステムの主要部分に手を加えることなく、いろいろなパソコンやWindowsの各種バージョ

ンに対応可能な形に変換することを実現する製品です。Biz/BrowserVの利用によりシステムの変更箇所を最小化し、

開発コストを低減するだけでなく、操作性及び閲覧性を向上することができ、そのような提案によりお客様企業の業

務改善に貢献しております。  

２．企業集団の状況
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(7）ジェイエムテクノロジー株式会社（以下JM） 

 JMでは、情報サービス事業のビジネス・ソリューション部門として、ITインフラの構築・設計支援、業務系を中心

としたWeb系システムの開発、基盤系システムの開発、半導体通信制御システムの開発、FA・生産管理システムの開

発、ソフトウエアに関する要員派遣、一般人材派遣等を行っています。 

 また、半導体事業として、国内半導体メーカーの工場における半導体製造装置の立ち上げ、保守、メンテナンス等

のカスタマーサービス業務、半導体製造装置に関する部品の修理・販売を行っております。  

   

(8）碼媒卓軟件(上海)有限公司（以下豆蔵上海） 

 豆蔵上海では、情報サービス事業のビジネス・ソリューション部門として、ソフトウエア開発のブリッジ業務を行

っております。 
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事業系統図 
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(1）会社の経営の基本方針 

① 経営の基本理念 

１．IT分野における高度な技術力を源泉として、お客様企業の戦略的IT化を支援し、産業界全体の高度情報化に貢

献します。 

２．IT分野において、先進技術の育成、開発、普及活動を継続し、日本のIT技術の発展に寄与するとともに、情報

サービス産業界の地位向上、優秀な情報処理技術者の育成に貢献します。 

３．他の追随できないノウハウと技術力で、半導体製造業界に日本の物づくりの緻密さを実現してまいります。 

４．そのために、技術力のさらなる向上を目指し、日々、研鑽を積んでまいります。 

５．バランスのとれたグループ運営によって、グループ各社ごとに保有する技術やビジネスモデルの個性を尊重し

つつ、グループ全体のシナジーとして、付加価値の高いシステム、製品、ソリューションに関する様々なサービ

スをトータル的に提供します。 

② 経営方針 

 当社グループは、技術力を駆使して、お客様企業のIT化全般の企画支援や個々の情報システムの構築、情報化の

ための各種技術教育、製造業分野における組込み開発の効率化・品質向上の支援・品質安定化の支援、連結納税の

提案をはじめとする経営支援、お客様の業務改善、売上向上をお手伝いする提案など、お客様企業の高度IT化を強

化支援するサービスを提供してまいります。当社グループ各社それぞれがもつ特徴ある技術とノウハウを結集し

て、産業界全体の高度情報化に貢献するとともに、総体としての企業価値向上を最大化することを経営方針として

おります。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、技術力による付加価値の最大化を目指しており、利益率の向上を最重要課題として取り組んでま

いります。付加価値の目安として、売上総利益比率30％以上を当面の目標に経営を推進してまいります。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

① 対象ビジネスの上流化 

 企業は、様々な情報を有し、その中から必要なものを取り出して経営の意思決定に役立てます。近年、その情報

量は凄まじいものがあり、その中から必要な情報をいかに選択し、いかに適時に取り出して、企業の舵取りに利用

するかで、経営成績に大きな差が生じます。その膨大な情報を管理するのはもはや人手では間に合わず、計算機に

よる管理が必要不可欠になっています。すなわち、情報が散逸する前にシステムにより管理する必要があるので

す。そのようなシステムを構築するとき、企業の情報の伝達が現状のままでよい場合は少なく、たいていの場合

は、情報の流れを見直すべき場合がほとんどです。このことは、システムを構築する前にその情報をどのように扱

うのか議論する必要があるということです。 

 一方、物作りの現場においては、高度に精密化、情報化された製品群が多数を占め、さらに製品ライフサイクル

が短縮されています。これらの製品群には、多くのソフトウエアが組み込まれていることが普通となっています。

また、これらの開発現場では、短納期で複雑な組込ソフトウエアを製作することが求められており、必要な技術を

必要な場面に適時に投入し、開発の工程を工夫するなどして対応する必要があります。この顧客ニーズに対応して

いくには、ソフトウエアのみならず、メカ、エレキを含めた製品全体での最適化が必要です。 

 さらに、近年、一般ユーザー向けのサービス提供についても高度にITが利用されるようになりました。顧客企業

がどのようなサービス提供を目指しているのかをより深く理解しなければ、より適切なITシステムを構築すること

はできません。そのうえで、IT技術者に求められるのは、ITの技術力のみ有しビジネスを表面上理解して仕組みを

ITに表現するというのではなく、ITシステムの面からビジネスを支援する提案力の発揮といえます。 

 すなわち、一般に情報サービス産業では、公共や企業のIT投資に応えるため、企画、設計、システム構築、保

守・運用などの様々な場面でサービス提供を行いますが、顧客のビジネスに直接働きかけるサービスであればある

ほど、高付加価値なサービスを提供することができます。言い換えると、より上流工程での問題解決が求められて

いるということでもあります。従いまして、当社グループでは、当社グループの特長である高い技術力を単なるシ

ステム構築時の生産性向上だけに適用するのではなく、より上流のビジネスに適用するところを志向し、ビジネス

に直結する技術を目指して、付加価値向上のために適用します。 

 当社グループでは、当社グループの技術をお客様企業に導入していただくことで、お客様企業の更なる発展に寄

与できるよう努力してまいります。 

② 事業ポートフォリオの拡充 

当社グループでは、ITを切り口とした事業ポートフォリオの拡充を目指してまいります。一口にITといっても

様々な技術領域があります。ソフトウエアの領域においても様々な技術が日々生まれています。その技術領域の

MIXをバランスを取りながら広げてまいります。さらにそのような技術領域をどのように獲得していくかについて

は、既存のグループ会社による技術の育成、M&Aによる獲得といった、多方面からアプローチしてまいります。 

３．経営方針
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③ 技術的特徴あるビジネスの育成 

 当社では、当社グループ既存の事業のみならず、当社グループの技術を生かした新規の事業を育成してまいりま

す。これは、当社グループが、技術で他社と差別化をはかるグループであり、技術診断を得意とするグループであ

ることから、その技術鑑定能力によって、差別化技術を見極め、グループの総合力を高めていくということです。

  

(4）会社の対処すべき課題 

① 既存ビジネスの拡大、強化 

 グループ各社ともに、それぞれのコアビジネスにおいてまだ発展途上で、成長の余地を残しております。一方、

当社グループが置かれている業界が、日進月歩であることから新しい技術を吸収し既存事業に反映していくことも

重要です。これまでも、この課題に取り組み各社とも成長しておりますが、今後とも、現在のそれぞれの事業分野

における強みを活かしたうえで、新たな技術を貪欲に取り入れ、新たなビジネスへの挑戦を志し、各社単体として

もさらに競争力を高めてまいります。 

② グループとしての整合性確保から要員連携へ 

 グループ各社の事業領域の整合性確保について、グループ内での情報を活発にやり取りし、グループとしての整

合性を図ってまいりました。今後も、グループ会社間の体制を吟味してまいります。また、技術補完として要員の

相互利用などを視野に入れたグループ会社間の体制を構築してまいりましたが、より効率的な体制に変革してまい

ります。すなわち、グループ各社で要員の融通をしあい、手待ち工数を極力排除するように努め、より効率的な資

源配分を目指してまいります。 

③ 人材の確保・育成 

 高度な技術力に基づいたITソリューションの提供あるいは、半導体関連の技術サービスの提供を行っていくため

には、優秀な技術者の確保、育成並びに定着を図ることが重要であると認識しております。この課題に対処するた

め、当社グループでは、優秀な技術者の確保を行うとともに、社内研修制度の強化・確立により、上級ITコンサル

タントの育成や熟練技術者のノウハウの共有化を図り半導体エンジニアの技術レベルの向上に努めてまいります。

④ 半導体事業における収益基盤の強化・拡充 

 我が国の半導体製造業界の逆風の中、新たな貢献の仕方を工夫してまいります。半導体製造工場のホストコンピ

ュータと半導体製造装置のオンライン化、ロット制御のオートメーション化、データ解析といったFAの進化に係る

技術提供を行い、収益基盤の強化・拡充を図ってまいります。 

⑤ 組織設計による営業力連携の強化 

 グループ各社の営業力を高めるため、今後も営業上の連携を継続する必要があります。グループ全体としての営

業強化を図るためグループ間の組織運営を簡素化してまいります。グループ企業が一丸となって、シナジー効果が

高いビジネス領域を探り、新たな事業としての確立を図ってまいります。 

⑥ 景気動向に影響されない高付加価値分野へのシフト 

 グループ各社とも技術力をベースとしながら、より付加価値が高いサービスを提供する方向を志向しておりま

す。近時、経済不況に直面し、業界全体として売上単価の低下に直面していますが、付加価値の高い分野へのシフ

トにより、景気動向に左右されにくい体質へさらなる改善を目指してまいります。 

⑦ 戦略的投資、事業再編 

 グループとしての資本力を活かすため、中長期戦略に従った戦略投資を各社で散発的に行うのではなく、グルー

プとして集中的に行います。特に技術力による差別化を重視し、特長を活かす技術蓄積を推進します。またグルー

プに加えるべき新たな事業や技術については、M&Aも含め、積極的に検討してまいります。より効率の高い投資と

なるよう、技術革新の著しい環境の中で、適切な経営資源の配置を目指してまいります。 

⑧ グループとしての効率化、全体最適化 

 IT関連企業群であることから、会社間で類似の業務が多く、各所で共通化が可能です。すでに、共通化を推し進

めており、作業を効率化し、一定の経費削減を図ってまいりました。平成25年度では、総務・人事の機能を集約さ

せ、業務の改革をおこなっております。今後もさらなる共通化・標準化の再点検を行ってまいります。引き続き、

グループ内の情報資産を最適化することなどが課題となり、経営のスピード向上、合理化を進めてまいります。 

⑨ 内部統制、業務管理体制の強化 

 内部統制の適切な構築、運用を行っておりますが、連結子会社が増加していることから、今後も、適時見直しを

継続して行ってまいります。また、業務管理の強化を図り、品質管理、業務運営管理をより一層緻密化し、株主の

方々の信頼にお応えする透明性の高い経営、お客様企業に信頼される業務運営を履行してまいります。  

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※2  1,494,205 1,859,604

受取手形及び売掛金 1,393,835 1,405,178

商品 4,661 5,612

仕掛品 84,012 66,195

繰延税金資産 122,050 99,396

その他 97,450 140,735

貸倒引当金 △3,870 △3,574

流動資産合計 3,192,345 3,573,147

固定資産   

有形固定資産   

建物 95,805 152,145

減価償却累計額 △61,703 △55,852

建物（純額） 34,101 96,292

車両運搬具 12,254 3,421

減価償却累計額 △9,797 △2,728

車両運搬具（純額） 2,457 693

工具、器具及び備品 328,410 278,210

減価償却累計額 △283,942 △231,065

工具、器具及び備品（純額） 44,468 47,144

有形固定資産合計 81,027 144,130

無形固定資産   

ソフトウエア 116,802 108,595

のれん 926,668 811,016

その他 8,910 1,690

無形固定資産合計 1,052,381 921,302

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※2  798,877 ※1, ※2  996,205

差入保証金 257,692 234,581

保険積立金 100,003 131,843

繰延税金資産 31,868 18,411

その他 118,737 108,169

貸倒引当金 △59,203 △56,643

投資その他の資産合計 1,247,976 1,432,567

固定資産合計 2,381,385 2,498,001

資産合計 5,573,731 6,071,149
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 358,058 300,857

短期借入金 ※2  980,000 ※2  800,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2  161,472 ※2  233,370

未払法人税等 173,317 166,755

賞与引当金 44,128 43,648

事務所移転費用引当金 31,688 5,924

事業譲渡損失引当金 － 8,887

その他 531,412 557,897

流動負債合計 2,280,077 2,117,341

固定負債   

長期借入金 ※2  548,344 ※2  610,026

負ののれん 20,913 13,308

退職給付引当金 34,583 35,601

その他 665 730

固定負債合計 604,506 659,665

負債合計 2,884,583 2,777,007

純資産の部   

株主資本   

資本金 807,748 822,932

資本剰余金 1,191,268 1,206,452

利益剰余金 769,977 1,352,314

自己株式 △119,453 △119,453

株主資本合計 2,649,541 3,262,245

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △17,028 4,277

為替換算調整勘定 △380 2,589

その他の包括利益累計額合計 △17,408 6,866

新株予約権 37,268 25,029

少数株主持分 19,746 －

純資産合計 2,689,147 3,294,141

負債純資産合計 5,573,731 6,071,149
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

売上高 6,332,554 9,411,030

売上原価 ※1  4,485,162 6,633,168

売上総利益 1,847,392 2,777,861

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  1,325,869 ※2, ※3  1,926,328

営業利益 521,523 851,533

営業外収益   

受取配当金 5,096 4,856

持分法による投資利益 28,617 114,937

負ののれん償却額 7,605 7,605

その他 7,286 7,885

営業外収益合計 48,605 135,283

営業外費用   

支払利息 15,627 19,710

その他 1,418 6,110

営業外費用合計 17,046 25,821

経常利益 553,082 960,995

特別利益   

固定資産売却益 ※4  1 ※4  1,817

負ののれん発生益 47,346 7,052

新株予約権戻入益 936 3,130

段階取得に係る差益 6,814 －

特別利益合計 55,097 11,999

特別損失   

投資有価証券評価損 － 5,308

事務所移転費用引当金繰入額 24,587 7,064

プロジェクト改善費用 15,004 －

事業譲渡損失引当金繰入額 － 8,887

役員退職慰労金 － 24,000

会員権評価損 6,787 －

その他 ※5  5,021 ※5  3,017

特別損失合計 51,400 48,278

税金等調整前当期純利益 556,779 924,717

法人税、住民税及び事業税 172,114 272,947

法人税等調整額 △55,058 24,842

法人税等合計 117,055 297,790

少数株主損益調整前当期純利益 439,723 626,927

少数株主利益 14,716 1,649

当期純利益 425,007 625,277
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 439,723 626,927

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △699 20,384

為替換算調整勘定 △382 2,969

持分法適用会社に対する持分相当額 △220 921

その他の包括利益合計 ※  △1,302 ※  24,275

包括利益 438,420 651,202

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 423,707 649,553

少数株主に係る包括利益 14,713 1,649
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 802,300 807,748

当期変動額   

新株の発行 5,448 15,183

当期変動額合計 5,448 15,183

当期末残高 807,748 822,932

資本剰余金   

当期首残高 1,185,820 1,191,268

当期変動額   

新株の発行 5,448 15,183

当期変動額合計 5,448 15,183

当期末残高 1,191,268 1,206,452

利益剰余金   

当期首残高 419,770 769,977

当期変動額   

連結範囲の変動 △37,770 －

剰余金の配当 △37,030 △42,940

当期純利益 425,007 625,277

当期変動額合計 350,206 582,337

当期末残高 769,977 1,352,314

自己株式   

当期首残高 △119,453 △119,453

当期末残高 △119,453 △119,453

株主資本合計   

当期首残高 2,288,437 2,649,541

当期変動額   

連結範囲の変動 △37,770 －

新株の発行 10,897 30,367

剰余金の配当 △37,030 △42,940

当期純利益 425,007 625,277

当期変動額合計 361,104 612,704

当期末残高 2,649,541 3,262,245
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △16,108 △17,028

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △920 21,306

当期変動額合計 △920 21,306

当期末残高 △17,028 4,277

為替換算調整勘定   

当期首残高 － △380

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △380 2,969

当期変動額合計 △380 2,969

当期末残高 △380 2,589

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △16,108 △17,408

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,300 24,275

当期変動額合計 △1,300 24,275

当期末残高 △17,408 6,866

新株予約権   

当期首残高 38,850 37,268

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,582 △12,239

当期変動額合計 △1,582 △12,239

当期末残高 37,268 25,029

少数株主持分   

当期首残高 － 19,746

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 19,746 △19,746

当期変動額合計 19,746 △19,746

当期末残高 19,746 －

純資産合計   

当期首残高 2,311,179 2,689,147

当期変動額   

連結範囲の変動 △37,770 －

新株の発行 10,897 30,367

剰余金の配当 △37,030 △42,940

当期純利益 425,007 625,277

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16,864 △7,710

当期変動額合計 377,968 604,993

当期末残高 2,689,147 3,294,141
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 556,779 924,717

減価償却費 91,053 112,129

のれん償却額 85,268 108,046

貸倒引当金の増減額（△は減少） △476 △295

受注損失引当金の増減額（△は減少） 10,929 △10,929

受取利息及び受取配当金 △5,389 △5,170

支払利息 15,627 19,710

持分法による投資損益（△は益） △28,617 △114,937

売上債権の増減額（△は増加） △55,940 △14,148

たな卸資産の増減額（△は増加） 46,363 15,291

仕入債務の増減額（△は減少） 84,628 △57,200

負ののれん発生益 △47,346 △7,052

賞与引当金の増減額（△は減少） △14,755 △479

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △83,468 26,001

未払又は未収消費税等の増減額 △11,124 1,546

その他の資産の増減額（△は増加） 139 21,598

その他の負債の増減額（△は減少） △1,344 12,224

その他 3,565 10,388

小計 645,892 1,041,440

利息及び配当金の受取額 5,397 5,172

利息の支払額 △14,151 △19,795

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △84,416 △307,298

その他 △24,907 575

営業活動によるキャッシュ・フロー 527,814 720,095
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △19,525 △134,521

無形固定資産の取得による支出 △15,573 △52,065

定期預金の預入による支出 △401,019 △1,515

定期預金の払戻による収入 609,000 －

子会社株式の取得による支出 △87,068 △55,377

関係会社株式の取得による支出 △372,400 －

差入保証金の差入による支出 △84,046 △35,354

差入保証金の回収による収入 784 45,449

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

※2  △451,345 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

※2  162,702 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

－ △24,574

その他 △74,086 △32,996

投資活動によるキャッシュ・フロー △732,577 △290,956

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 3,030,000 4,090,000

短期借入金の返済による支出 △2,830,000 △4,270,000

長期借入れによる収入 1,020,000 400,000

長期借入金の返済による支出 △608,562 △266,420

株式の発行による収入 7,615 21,257

配当金の支払額 △36,195 △42,731

財務活動によるキャッシュ・フロー 582,858 △67,893

現金及び現金同等物に係る換算差額 △312 2,638

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 377,783 363,883

現金及び現金同等物の期首残高 990,640 1,396,184

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 27,760 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,396,184 ※1  1,760,067
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該当事項はありません。  

  

   

(５) 連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）
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１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  ７社 

連結子会社の名称 

株式会社豆蔵 

株式会社オープンストリーム  

株式会社フォスターネット 

株式会社ネクストスケープ 

アクシスソフト株式会社 

ジェイエムテクノロジー株式会社 

碼媒卓軟件(上海)有限公司 

 第３四半期連結会計期間において、当社の完全子会社であるジェイエムテクノロジー株式会社が、当該会

社の完全子会社であるJM Singapore IT Solutions Pte.Ltd.の株式の売却契約を締結したため、同社を連結

の範囲から除外しております。なお、平成25年２月に全株式の売却を完了しております。 

  

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 

株式会社豆蔵シンビオ  

碼媒卓軟件(厦門)有限公司 

PT JMT Indonesia  

（連結の範囲から除いた理由） 

 株式会社豆蔵シンビオ、碼媒卓軟件(厦門)有限公司及びPT JMT Indonesiaは小規模であり、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数  ９社 

関連会社の名称 

株式会社ジークホールディングス 

株式会社コーワメックス 

ニュートラル株式会社 

株式会社アクロックス 

株式会社エヌティ・ソリューションズ 

日本ユニテック株式会社 

株式会社エムケイ 

シアルシステム株式会社 

KOWAMEX (THAILAND) Co.Ltd. 

 第２四半期連結会計期間末において、当社の持分法適用会社である株式会社ジークホールディングス

が、当該会社の完全子会社である株式会社エフエーサービスの株式を全て売却したことにより、同社及び

同社の完全子会社であるレイテック株式会社を持分法適用の範囲から除外しております。また、第３四半

期連結会計期間末において、当社の持分法適用会社である株式会社ジークホールディングスが、シアルシ

ステム株式会社の株式を全て取得したため、同社を持分法適用の範囲に含めております。並びに、当連結

会計年度末において、当社の持分法適用会社である株式会社ジークホールディングスの完全子会社である

株式会社コーワメックスの子会社であるKOWAMEX (THAILAND) Co.Ltd.の重要性が増したため、同社を持分

法適用の範囲に含めております。 

  

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等 

株式会社豆蔵シンビオ 

碼媒卓軟件(厦門)有限公司 

PT JMT Indonesia 

（持分法を適用しない理由）  

 株式会社豆蔵シンビオ、碼媒卓軟件(厦門)有限公司及びPT JMT Indonesiaは、当期純損益及び利益剰余

金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

   

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、ジェイエムテクノロジー株式会社は２月末日から３月末日へ決算期を変更し、13ヶ月分の損

益を取り込んでおります。 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
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 碼媒卓軟件(上海)有限公司の決算日は12月末日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ  有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用しております。 

ロ  たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

商品 

 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。 

仕掛品  

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。 

  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ  有形固定資産 

  当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は、当該国の会計基準に基づき定額法を採用し

ております。 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

ロ  無形固定資産 

  自社利用のソフトウエアについては、当社グループが見積もった利用可能期間（２～５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 市場販売目的のソフトウエアについては、見込有効期間（２～３年）における見込販売収益に基づく償却額

と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上しております。 

  

(3）重要な引当金の計上基準 

イ  貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ  賞与引当金 

  一部の連結子会社は、従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度対応分の金額を

計上しております。 

ハ  退職給付引当金 

  一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

ニ  事務所移転費用引当金 

  当社グループ企業の事務所移転に備えるため、発生の可能性が高いと見込まれる費用について、見積額を計

上しております。 

ホ 事業譲渡損失引当金  

 事業譲渡に伴い、将来発生することが見込まれる損失の見積額を計上しております。 

  

(4）重要な収益及び費用の計上基準 

売上高及び売上原価の計上基準  

 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合については工事進行基準（工事

建物 ３～18年

車両運搬具 ６年

工具、器具及び備品 ２～20年
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の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の場合については工事完成基準を適用しております。 

  

(5）のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんは、４～20年間の定額法により償却しております。 

 平成22年３月31日以前に発生した負ののれんは、５年間の定額法により償却しております。 

  

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

  

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

イ  繰延資産の処理方法 

  株式交付費については、支出時に全額費用として処理しております。 

ロ 消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

  

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。この減価償却方法の変更による影

響額は軽微であります。 

    

（会計方針の変更）
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（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めていた「新株予約権戻入益」及び「固定資産売却益」

は、金額の重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。  

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別利益」の「その他」に表示していた937千円は、

「新株予約権戻入益」936千円、「固定資産売却益」１千円として組み替えております。 

   

  

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

   担保付債務は、次のとおりであります。 

  

 ３ 当座貸越 

 当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行、前連結会計年度５行及び当連結

会計年度７行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

  

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

投資有価証券（株式） 千円 578,262 千円 734,337

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

現金及び預金（定期預金） 千円 50,000 千円 －

投資有価証券  115,328  147,068

計  165,328  147,068

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

短期借入金 千円 650,000 千円 650,000

１年内返済予定の長期借入金  142,392  142,392

長期借入金  489,226  346,834

計  1,281,618  1,139,226

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

当座貸越極度額 千円 1,500,000 千円 1,900,000

借入実行残高  980,000  800,000

差引額  520,000  1,100,000
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※１ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額は次のとおりであります。 

  

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

※５ 特別損失「その他」の内容は次のとおりであります。 

  

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

千円 10,929 千円 －

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

役員報酬 千円 168,104 千円 231,921

給料手当  441,218  603,961

支払手数料  116,759  159,616

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

千円 2,386 千円 30,606

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

車両運搬具 千円 －   千円 1,817

工具、器具及び備品  1    0

計  1    1,817

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

①固定資産売却損   

  工具、器具及び備品 千円 －   千円 1,904

    

②固定資産除却損   

  工具、器具及び備品 千円 21   千円 237

  ソフトウエア  －    76

計  21    314
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※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額  

  

（連結包括利益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

その他有価証券評価差額金： 

当期発生額 千円 1,065 千円 31,652

組替調整額  －  －

税効果調整前  1,065  31,652

税効果額  △1,764  △11,268

その他有価証券評価差額金  △699  20,384

為替換算調整勘定：     

当期発生額  △382  3,070

組替調整額  －  △101

為替換算調整勘定  △382  2,969

持分法適用会社に対する持分相当額：     

当期発生額  △220  921

その他の包括利益合計  △1,302  24,275
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前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  

 当社は、平成24年３月１日開催の取締役会決議に基づき、平成24年４月１日付で株式１株につき３株の株式分割を

行っております。なお、株式分割は平成24年４月１日を効力発生日としておりますので、平成23年３月期及び平成24

年３月期の期末配当金につきましては、株式分割前の株数を基準に記載しております。 

  

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の株式数の増加142株は、ストック・オプションの行使による増加であります。 

    

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの   

   

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式    

 普通株式（株）  30,996  142  －  31,138

合計  30,996  142  －  31,138

自己株式   

 普通株式（株）  2,511  －  －  2,511

合計  2,511  －  －  2,511

会社名 内訳 
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 

当連結会計
年度期首 

増加 減少 
当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  37,268

連結子会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  －

合計  －  －  －  －  37,268

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月23日 

第12回 定時株主総会 
普通株式  37,030  1,300 平成23年３月31日 平成23年６月24日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総
額（千円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成24年６月22日 

第13回 定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  42,940  1,500 平成24年３月31日 平成24年６月25日
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

  

 当社は、平成24年３月１日開催の取締役会決議に基づき、平成24年４月１日付で株式１株につき３株の株式分割を

行っております。なお、株式分割は平成24年４月１日を効力発生日としておりますので、平成24年３月期の期末配当

金につきましては、株式分割前の株数を基準に記載しております。 

  

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) １．普通株式の株式数の増加63,407株は、ストック・オプションの行使による増加が1,131株、株式分割による 

      増加が62,276株であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の増加5,022株は、株式分割による増加であります。  

    

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  次のとおり、決議を予定しております。  

   

  

  当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式    

 普通株式（株）  31,138  63,407  －  94,545

合計  31,138  63,407  －  94,545

自己株式   

 普通株式（株）  2,511  5,022  －  7,533

合計  2,511  5,022  －  7,533

会社名 内訳 
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 

当連結会計
年度期首 

増加 減少 
当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  25,029

連結子会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  －

合計  －  －  －  －  25,029

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月22日 

第13回 定時株主総会 
普通株式  42,940  1,500 平成24年３月31日 平成24年６月25日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総
額（千円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成25年６月21日 

第14回 定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  87,012  1,000 平成25年３月31日 平成25年６月24日
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 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たにジェイエムテクノロジー株式会社（以下JM社）及び同社の子会社であるJM Singapore 

IT solutions Pte. Ltd.（以下JMS社）を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社の取得

価額と同社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。   

  

 株式の追加取得により持分法適用会社から連結子会社となったアクシスソフト株式会社（以下アクシス社）の連

結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社の取得価額と同社取得のための収入（純額）との関係は次のとおりであ

ります。  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 

至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

現金及び預金勘定 1,494,205千円 1,859,604千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △98,021  △99,537  

現金及び現金同等物 1,396,184  1,760,067  

流動資産  千円1,070,929

固定資産 千円126,597

のれん  千円190,902

流動負債  千円△327,982

固定負債  千円－

少数株主持分 千円△25,559

JM社株式の取得価額  千円1,034,887

JM社及びJMS社の現金及び現金同等物 千円△583,542

差引：JM社及びJMS社取得のための支出 千円451,345

流動資産  千円538,941

固定資産 千円114,455

流動負債  千円△253,532

固定負債  千円△172,143

負ののれん発生益  千円△24,714

少数株主持分 千円△95,091

段階取得に係る差益  千円△6,814

支配獲得時までの持分法評価額  千円△39,185

追加取得したアクシス社株式の取得価額  千円61,916

アクシス社現金及び現金同等物 千円△224,618

差引：アクシス社取得による収入 千円162,702
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１．報告セグメントの概要   

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社は、事業の種類別に事業部及び子会社を置き、各事業部及び各子会社は担当する事業について、国

内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は事業種類別のセグメントから構成されており、「情報サービス事業」、「半導体事

業」の２つを報告セグメントとしております。 

 各セグメントに属するサービスの種類は、以下のとおりであります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は

市場実勢価格に基づいております。 

  

（セグメント情報等）

セグメント情報

報告セグメント 主なサービス 

情報サービス事業 業務およびシステムにおけるコンサルティング・受託開発、技術者教育、ソ

フトウエア製品の開発・販売 

半導体事業 国内半導体メーカーの工場における半導体製造装置の立ち上げ、保守、メン

テナンス等のカスタマーサービス業務、半導体製造装置に関する部品の修

理・販売、半導体製造工場向けソフトウエアの開発・販売 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：千円）

（注）１ セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等の全社費用となっております。 

     セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに帰属しない全社資産であります。 

    ２ セグメント利益は連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

（単位：千円）

（注）１ セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等の全社費用となっております。 

     セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに帰属しない全社資産であります。 

    ２ セグメント利益は連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

  

  

  

報告セグメント 

  
調整額 

（注１） 

連結財務諸表 

計上額 

（注２） 
  

情報サービス 

事業 
半導体事業 計 

売上高    

外部顧客への売上高 6,030,016 302,538 6,332,554 ― 6,332,554

セグメント間の内部売上高又は振替高 4,800 ― 4,800 △4,800 ―

計 6,034,816 302,538 6,337,354 △4,800 6,332,554

セグメント利益又は損失（△） 950,886 34,687 985,573 △464,050 521,523

セグメント資産 3,959,310 153,747 4,113,058 1,460,673 5,573,731

その他の項目               

減価償却費 73,954 274 74,228 16,813 91,041

のれんの償却額 86,907 ― 86,907 5,965 92,873

  

  

報告セグメント 

  
調整額 

（注１） 

連結財務諸表 

計上額 

（注２） 
  

情報サービス 

事業 
半導体事業 計 

売上高    

外部顧客への売上高 8,323,053 1,087,976 9,411,030 ― 9,411,030

セグメント間の内部売上高又は振替高 5,350 ― 5,350  △5,350 ―

計 8,328,403 1,087,976 9,416,380  △5,350 9,411,030

セグメント利益又は損失（△）   1,425,302 98,278 1,523,580  △672,047 851,533

セグメント資産 4,253,938 308,439 4,562,378  1,508,770 6,071,149

その他の項目     

減価償却費 86,886 634 87,521  24,608 112,129

のれんの償却額 91,257 ― 91,257  24,394 115,651
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（注）１ 当社は、平成24年３月１日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成24年４月１日付で株式１株につき３株

の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資

産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。  

   ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、平成24年４月１日付株式分割（１

株につき３株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 30,648 60 円 銭 37,570 82

１株当たり当期純利益金額 円 銭 4,964 98 円03銭 7,241

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
円 銭 4,808 75 円 銭 7,026 54

項目 
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円）  2,689,147  3,294,141

純資産の部の合計額から控除する金額 

（千円） 
 57,015  25,029

（うち新株予約権） ( ) 37,268 ( ) 25,029

（うち少数株主持分） ( ) 19,746 ( ) －

普通株式に係る期末の純資産額（千円）  2,632,132  3,269,112

普通株式の発行済株式数（株）  93,414  94,545

普通株式の自己株式数（株）  7,533  7,533

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数（株） 
 85,881  87,012
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３ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。なお、平成24年４月１日付株式分割（１株につき３株の割合）による分割後の株式数に換算し

て記載しております。 

  

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  425,007  625,277

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  425,007  625,277

普通株式の期中平均株式数（株）  85,601  86,352

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  2,781  2,636

（うち新株予約権） （ ） 2,781 （ ） 2,636

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要 

 当社 

新株予約権１種類 

定時株主総会の特別決議日 

平成17年12月22日 

新株予約権の数  個 

       （ 株） 

300

3,600

 当社 

新株予約権１種類 

定時株主総会の特別決議日 

平成17年12月22日 

新株予約権の数  個 

       （ 株） 

237

2,844
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（共通支配下の取引） 

 当社は、平成25年４月25日開催の取締役会において、当社の連結子会社（出資比率100％）である株式会社オープン
ストリームとアクシスソフト株式会社が合併することを決議し、合併契約を締結いたしました。 
  
１. 結合当事企業の名称及び当該事業の内容  
  

  
２. 企業結合日 
 平成25年７月１日を効力発生日(予定) 
  
３. 企業結合の法的形式  
 株式会社オープンストリームを存続会社とする吸収合併方式で、アクシスソフト株式会社は解散いたします。なお、
本合併は当社100％出資の連結子会社間の合併であるため、これに伴う当社に対する合併対価の交付はありません。 
  
４. 結合後企業の名称 
 株式会社オープンストリーム 
  
５. 取引の目的を含む取引の概要 
 子会社の規模に見合った適正な経営管理体制を整備し、当社グループにおける経営の合理化・効率化を図るものであ
ります。 
  

６．実施する会計処理の概要  

 「企業結合に係る会計基準」(企業会計基準第21号平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号平成20年12月26日)に定める共通支配下の取引等に該当し、これに

基づく会計処理を実施する予定です。 

  

（重要な後発事象）

  存続会社 消滅会社 

商号 株式会社オープンストリーム アクシスソフト株式会社 

事業内容 
業務分析や要求定義を行う業務シ
ステムの開発支援サービス、業務
システムの開発 

データベース及びWebに関する製品
開発・受託開発 

設立年月日      平成12年１月４日 昭和62年11月６日  

本店所在地      東京都新宿区西新宿２－７－１ 東京都新宿区西新宿２－７－１ 

代表者  
代表取締役社長  
佐藤 浩二 

代表取締役社長  
佐藤 浩二 

資本金  262,600千円  90,000千円  

決算期 ３月  ３月  

大株主および持株比率 当社（100％）  当社（100％）  
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（株式分割及び単元株制度の採用） 

 当社は、平成25年５月８日開催の取締役会において、次のとおり株式分割及び単元株制度の採用について決定いたし

ました。 

  

１．株式分割及び単元株制度の採用の目的 

 当社株式の投資単位あたりの金額を引き下げることにより、流動性の向上および投資家層の拡大を図るとともに、平

成19年11月に全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨を踏まえ、当社株式１株を200株に

分割するとともに、100株を１単元とする単元株制度を採用するものであります。 

  

２．株式分割の概要  

（１）分割の方法 

 平成25年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の有する普通株式１株につき200

株の割合をもって分割いたします。 

 

（２）分割により増加する株式数 

 株式の分割前の発行済株式総数         94,545株 

 株式の分割により増加する株式数   18,814,455株 

 株式の分割後の発行済株式総数     18,909,000株 

 株式の分割後の発行可能株式総数   67,200,000株 

 (注) 上記発行済株式数は、新株予約権の行使により増加する可能性があります。  

 

（３）分割の日程 

 基準日公告日  平成25年９月13日 

 基準日     平成25年９月30日 

 効力発生日   平成25年10月１日 

  

３．単元株制度の採用 

（１）新設する単元株の数 

 単元株制度を採用し、単元株式数を100株とします。 

  

（２）新設の日程 

 効力発生日   平成25年10月１日 

   

４．１株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度及び当連結会計年度における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりとなります。  

 １株当たり純資産額 

  前連結会計年度    153円24銭  

  当連結会計年度    187円85銭  

 １株当たり当期純利益金額 

  前連結会計年度     24円82銭  

  当連結会計年度    36円20銭  

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  前連結会計年度    24円05銭  

  当連結会計年度    35円13銭  
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(１）役員の異動 

 ① 代表取締役の異動 

    該当事項はありません。 

 ② その他の役員の異動 

   ・新任取締役候補 

    取締役 鈴木 邦男（現 監査役） 

     （注）鈴木 邦男は、社外取締役の候補者であります。 

  

   ・退任予定取締役 

    取締役 植木 一夫  

  

   ・新任監査役候補 

    (非常勤)監査役 中村 仁 

     （注）中村 仁は、社外監査役の候補者であります。 

  

   ・退任予定監査役 

    (非常勤)監査役 鈴木 邦男 

  

   ・就任予定日 

    平成25年６月21日  

  

(２）その他 

 該当事項はありません。  

  

  

５．その他
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